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川崎市入江崎処理場



溶融亜鉛めっきされる製品の冷間曲げ加工について

1は じめに

土木，建築 その他の構造物に広 く使用 され て

い るSS，SMお よびSN材 な どの鋼材は，溶融亜

鉛 め っきされて も，機械 的強度変化 が殆 どない

ことが実験 的に も確かめ られてい る。

すなわち，一般鋼材は溶融亜鉛 めっ きされ て

も脆化 を受 けるこ とは ない。

しか し，これ らの鋼材で も冷問 （常温 ）で苛

酷 な曲げ加工 をされ ，その ままの状態 で溶融亜

鉛 めっ きされる と脆化 を受け ることが ある。 こ

れは 「液体金属脆化現象」 といわれ ，あるレベ

ル以上 の引っ張 り応力下 で固体金属が特定の液

体 金属 に接す る と脆化 を受 け るものである。

冷 間加工等 で生 じた引 っ張 り応 力が存在す る

と，結 晶粒 界に亜鉛が拡散侵 入 して粒 界割れ を

起 こし易 くなる とい う現象であ る。このよ うな

例 として，大型角パ イプ （コラム柱 ）のコーナ

ー部分 又は丸棒や フラッ トバー な どを柱の ステ

ップにす るため に，苛酷な冷 間曲げ加工 をされ

た場合 に，溶融亜鉛め っきす る ことによって鋼

材 の割れが発生す ることがある。 その場合，破

断面 は全 く引っ張 りを伴 わないため，特有 な灰

色 の脆性破面 を呈 してい る。

亜鉛脆化 による割れには溶接熱影響部（HAZ）

な どもあるが，本パ ンフ レッ トでは冷間曲げ加

工 に絞 って解説す る。

従来，冷間曲げ加工 の曲率 につ いては，材厚

の3倍 の半径か直径 かいずれか の記述 になって

いるのが一般的 であ る。曲げ基準 につ いては明

確 に示 した ものはほ とん どな く， その中で唯一

記述の ある規格 としてASTM－A143が あ り，す

べ ての文献 はこれ をよ りどころ としている と考

え られ る。

2ASTM－A143「 溶融亜鉛め っき構 造用鋼製 品

の脆化防止 と脆化検査方法」 （抜粋 ）

（1）適用範囲

この規格は製作 された鋼 を溶融亜鉛め っきす

る場合，生ず るか も知 れない脆化 を防 ぐ方法及

び脆化 を調べ るための試験方法 につ いて定めて

いる。

製作条件に よって，鋼 中に脆化 を引き起 こす

要 因が あれば溶融亜鉛め っ きによって加 速 され

るこ とが ある、

しか しなが ら，適正 な製作方法お よびめっ き

加工が行われた場合 は，一般に溶融亜鉛 めっ き

によって脆化 を生 ず るもの ではない。

（2）定 義

脆化 鋼 の延性 が滅 少 し，脆 化 した鋼が破

壊 す る場合 の特徴 としては， 少 しの

変形 もしないで破断 して しまうこ と。

通常，溶融亜鉛 めっ き鋼に生ず る脆化 の種類

は，時効 現象，冷問加工及び水素 吸蔵 に関係 し

ている。

（3）脆化の要 因

①鋼の脆 化又は延性 の減少は歪一時効 に関連 し

て いることが よ くある。

歪 一時効 は延性 と衝撃抵抗の減少 を生ず る

ものであ り，冷 間加工 によって誘 発 された歪

の結果 として， 感受性の強 くなった鋼 に生ず

る。

時効 は室 温で徐 々に進行す るが， 時効温度

が上昇 す ると加速的 に進行す るので，約455℃

のめ っき浴温では急速に進行 す るであろ う。

②水素脆性 は鋼 の水素 原子の吸蔵 に よって生ず

る。

水素脆性 の感受性 は鋼の種類，熱処理及び

冷問加工 の度合 いによって影響 を受 ける。

溶融亜鉛 め っき鋼 の場合には，め っ き前の

酸洗反応時に水素 の吸蔵が起 こる。 しか しな

が ら，鋼 中に吸 成され た水素 はめっ き浴 中で

加 熱 され る際に部分的に放 出 される。

実際に溶融亜鉛め っき鋼の水素脆化性 は，

通常鋼 材の引張強さ として約1100MPa（ 約112

kg／mm2） を越え る場合，又は酸 洗前 に苛酷 な

冷間加工 をされている場合のみに関係す る も

のであ る。

③ 冷間加工 をされ た鋼の延性 の減 少は，鋼の種

類 （強度 レベル，時効特性 ）鋼 の厚 さ及び冷

問加工 の程度等 を含む 多 くの要 因に よる もの

であ り， ノッチ，穴，小径 の縁部，鋭 い曲げ

等で生 じるような応力集中のある部分 で顕著

であ る。



（4）鋼

溶融亜鉛め っきには， 平炉鋼，塩基性 一酸素

上吹転炉鋼及び電気炉鋼 を使用 しなければな ら

ない。

（5）冷 問加工及び熱処理

① 中間寸法及び 肉厚の厚 い鋼板及び架 線金物に

対す る冷間曲げ半径 は規格 又は製鋼 会社の仕

様 によって安 全であ ると確証 され た値 を越 え

てはならな い。

この基準は一般 に結 晶の方向，強度及び鋼

種 によって変わ る。

冷間曲げ半径 が肉厚 の3倍 以上であ る場合

は，通常最終 製品において もその性 質は変わ

らない。

通常，薄肉材 に関 しては鋭 い冷間曲げ加工

に も耐 えられ るが，特 に苛酷 な冷間曲げ加工

を した場合 には脆化 を受け るこ ともあ る。

もし，設計上 ここに述べ たよ りも鋭い曲げ

加工 を必要 とす る場合，熱間加工， 冷問加工

にかかわ らず，加工後焼鈍す るか又は5．③ に

述べ る要領 で応力を除去 しなければな らない。

② 肉厚1／4” （6．35mm）以 内の小 さな形鋼 の場合

は，打抜 きに よる冷間加 工後，焼鈍 又は応 力

の除去 は行 わな くて もよい。肉厚5／16” ～11

／16”（7．94～17．46mm）の形鋼 では冷 間打抜 き

加工 を行 って も， その加 工が よ く管理 されて

い る工場 で行 われ るならば，使用上大 きな影

響 はない。

肉厚3／4” （19．05mm）以上の ものは打抜 き後，

その穴の周辺 を少 な くとも1／16” （1．59mm）

リーマー 又は ドリルに よって削 り取 るか又は

5．③ に述べ るよ うにめ っき前に熱処理 を施 さ

なけれ ばな らない。

③5．①及 び5② に概説 した原則に従 った加工品

の場合 は，通常熱処理 を必要 としない。 しか

し， もし熱処理 を必要 とす る場合 は，溶融亜

鉛め っ きに先立 って適正 な熱処理 を しなけれ

ば な らない。

冷間圧延，勇断端 面，打 ち抜 き穴又は冷間

成形棒鋼及び ボル ト等に例証 され る苛酷な冷

間成形加工 を行 う場合 は，1200～1300°F（650

～705℃ ）の変態温度 以下 の温度 で焼鈍 を行 わ

なければな らない。

冷間曲げ加工や圧延成形等で， あま り苛酷

でない冷間成形の場合は，応力 を除去す るの

に最大1100°F（595℃ ）以下 とす るこ とが，極

端 な結 晶粒 の成長 を避け るために賢明 である。

又鋼 を完全 に焼 きな らしを行 うため に，温度

は1600～1700°F（870～925℃ ）にす る。その温

度における処理時間は約1h／in（ 肉厚25．4mm）

とす る。

（6）亜鉛 めっ きのための前処理

① 水素 は酸洗 中に吸蔵 され，3② に述べた い く

つか の例の よ うにめ っき製品の脆化 を促進 す

る。 この脆化又は表面の亀裂 は，酸洗温度 が

高す ぎる，酸洗時間が長す ぎる，及び酸洗抑

制剤が少なす ぎるな どによって増大する。

酸洗 中吸蔵 され た水素 は，酸洗後 （め っき

前 ）に300°F（コ50℃）に加 熱す るとほぼ放 出さ

れる。

②酸洗過 多を防止す る場合， ブラス ト処理 後，

軽 く酸洗 を行 う方法が用 い られ ている。

（7）脆化 を避け るための責任

製 品の設計及び製作並 びに通常のめ っき操作

で も脆化 しないような適正 な鋼材の選 択は設計

者 及び製作者の責 任である。

め っ き業者 としては適正 な酸洗お よびめっ き

方法 を採用 しなければな らない。

3冷 間曲 げ加工の曲率 につ いて

鋼種が適正であ り， かつ適正 な加工 を受 けた

鋼材の場合，溶融亜鉛 めっ きされ ることによっ

て 「液体金属脆 化割 れ」 を起 こす ことはない。

しか し前述の通 り，冷問 で苛酷な曲げ加工 を

受け た部分は，めっ き浴 に浸漬時，「液体金属脆

化割れ」 を起 こすこ とが ある。

ASTM－A143に 記 しているよっに，溶融亜鉛

め っきされ る製品の冷 間曲げ加工 の曲率 につ い

ては，

「冷 間曲げ半径が肉厚 の3倍 以上 である場合

は，通 常最 終製 品において もその性質 は変わ ら

ない」 としている。

溶融亜鉛 め っきされ る部材の用途 および特性

を考 え， この曲げ加工の曲率 を今 後の基準 と考

えるのが適正 と考 え られ る。
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溶融亜鉛めっきされた

建築部材のコラム柱
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めっきコラム柱 を主に

用いた建築物
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溶融亜鉛めっき作業中

編集 ：亜鉛めっき鋼構造物研究会

〔構成団体〕
日本鉛亜鉛需要研究会 〔事務局〕

社団法人 鋼 材 倶 楽 部

社団法人 日本溶融亜鉛鍍金協会

〒105東 京都 港 区虎 ノ門1－21－8秀和 第3虎 ノ門ビル

〒103東 京都 中央 区 日本 橋茅場 町3－2－10鉄鋼 会館

〒105東 京 都港 区 虎 ノ門2－6－7和 孝 第10ビ ル

奮03－3591－0812

智03－3669－4811

乏ヨeo3－3503－6485

鋼構造物の溶融亜鉛めっきについてのご照会は，上記団体にお問い合わせ下さい。

また，「鋼構造物の溶融亜鉛めっきQ＆A」 「建築用溶融亜鉛めっき構造物の手引き」等を発行 していますの
で，あわせてご利用 ください。


